
獣医学関係学部・学科の定員抑制についての経緯

○獣医師問題検討会報告書「獣医師の需給見通しについて」

(昭和 51年３月25日 )農林水産省

６．獣医師需給の見通し

本検討会では、将来における獣医師需給は15,000～ 21,000人 (昭和 49年 12月

現在対比67～ 94％ )程度と見通した。

○獣医学教育の改善に関する会議「獣医学教育の改善について」

(昭和 54年６月 13日 )文部省

本会議では先の調査研究会議の報告の趣旨を体し、学部６年制への移行を目

指し速やかに獣医学教育体制の充実を図るべく、その適正規模及び全国的配置

について検討した。

(１ )学生数の規模について

獣医学関係学部・学科は、獣医学の研究の推進に加えて獣医師養成という社

会的な使命を担っており、その適正規模・適正配置を検討するに当たっては、

将来における獣医師の各分野における社会需要の見通しを考慮する必要がある。

農林水産省の調査によれば、将来における獣医師の需要数は約22,000人と推定

されている。現状における我が国の獣医学関係学部・学科の入学定員は930名

(国立 330名、公立40名、私立560名 )であるが、農林水産省の調査結果を基に考

えれば、現時点では少なくとも現在の定員規模の拡大を特に図る必要はないも

のと考えられる。

○大学設置審議会大学設置計画分科会

「昭和61年度以降の高等教育の計画的整備について」(昭和 59年６月６日)

文部省

(３ )特色ある高等教育機関の整備

なお、計画的な人材養成が必要とされる分野のうち、医師、歯科医師、獣医

師、教員及び船舶職員の養成については、おおむね必要とされる整備が達成さ

れているので、その拡充は予定しないこととする。

○大学審議会答申「平成５年以降の高等教育の計画的整備について」

(平成３年５月)文部省

２ 大学等の地域配置及び専門分野構成について

(３ )② (前略 )なお、医師、歯科医師、獣医師、教員及び船舶職員の養成につい

ては、おおむね必要とされる整備が達成されているので、現行計画に引き続

き、その拡充は予定しないこととするが、看護職員についてはなお整備を図

る必要がある。
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○中央教育審議会答申「大学の質保証に係る新たなシステムの構築について」

(平成 14年８月５日)文部科学省

２ 設置審査の抑制方針の見直し

(２ )(略 )なお、医師、歯科医師、獣医師、教員及び船舶職員の養成に係る大

学、学部等については、過去の高等教育計画において計画的な人材養成が必

要とされた分野のうちおおむね必要とされる整備を既に達成したこと、及び

それらの分野についての人材需給に関する政策的要請があることから、現在

は全く新増設等を認可していない。このような規模や分野に関する現在の規

制を残すことについては、大学の質の保証のために実施するものである設置

認可制度の改善の趣旨を徹底する観点からは問題があるが、それぞれの分野

における政策展開に密接な関連を有するものであるため、設置認可制度の改

善の観点のみから、これらの取扱いを変更することは困難と考えられる。こ

うした例外分野の取扱いについては、今後、高等教育のグランドデザインの

一環として高等教育における人材養成の在り方を検討する中で更に検討する。

○「大学、大学院、短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準」

(平成 15年３月31日文部科学省告示第45号 )文部科学省

第１条 文部科学大臣は、大学、短期大学及び高等専門学校(以下この条及び

附則第２項において「大学等」という。)並びに大学院に関する学校教育法

(以下「法」という。)第４条第１項の認可(設置者の変更及び廃止に係るも

のを除く。次条第１号を除き、以下同じ。)の申請の審査に関しては、法、

大学設置基準、高等専門学校設置基準、大学院設置基準、短期大学設置基

準、大学通信教育設置基準、短期大学通信教育設置基準、専門職大学院設置

基準その他の法令に適合すること及び次に掲げる要件を満たすことを審査の

基準とする。

二 歯科医師、獣医師及び船舶職員の養成に係る大学等の設置若しくは収容

定員増又は医師の養成に係る大学等の設置でないこと

○中央教育審議会答申「高等教育の将来像」(平成 17年１月)文部科学省

抑制方針が維持されている医師、歯科医師、獣医師、教員及び船舶職員の５

分野の取り扱いについては、人材需給見通し等の政策的要請を十分に見極めな

がら、抑制の必要性、程度や具体的方策について、必要に応じて個別に検討す

る必要がある。



○獣医師の需給に関する検討会「報告書」(平成 19年５月)農林水産省

５ まとめ

本検討会による検討の結果、2040年までの期間に獣医事に従事する獣医師の

供給総数は32,000人でほぼ一定であるのに対し、診療業務に従事する獣医師に

ついては、小動物診療獣医師は2006年現在の約13,200人から約16,400人に増加

し、産業動物獣医師は約4,200人から約3,100人に減少することが予測された。

必要獣医師数は、産業動物獣医師については約4,000人で一定であるが、小

動物診療獣医師については、犬猫１頭当たりの年間診療回数及び小動物診療施

設における診療の効率化の動向により変化することが予測された。

(略 )

産業動物診療獣医師の供給は、家畜の飼養頭数について政策目標値を勘案す

るか否かにかかわらず需要を下回り、産業動物獣医師の不足が発生するものと

推計された。その原因は獣医師の活動分野間の偏在であり、現状では新規参入

者の過半数が小動物診療分野を活動分野として選択しており、今後の新規参入

者の小動物診療分野への集中が進むものと予測されるためである。同様に畜産

分野、公衆衛生分野等の公務員獣医師の確保も今後難しくなっていくものと考

えられる。

○獣医学教育の改善・充実に関する調査研究協力者会議

「獣医学教育の改善・充実について」(平成 23年３月)文部科学省

４．改善の具体的方策

(３ )教育研究環境の充実に向けての国の取組や今後の展望について

○ また、獣医学科等の入学定員は、大規模な者と小規模なものにわけられる

が、これらが同一の条件下で質の高い教育プログラムを提供することは実際

上困難であると考えられるため、教育の質保証の観点から、獣医学科等の適

切な規模について実証的に検討する必要があるとの意見があった。また、そ

の際には、教員数と学生数の適切な比率についての検討も重要であるとの意

見もあった。

○ さらに、冒頭の獣医学教育を取り巻く状況の変化で述べた通り、獣医師に

求められる役割は、人獣共通感染症や新興・再興感染症に対する備え、医薬

品の開発、食品安全の対応など、我が国の国民の健康と安全に関わる重大な

ものであり、ＥＵやＯＩＥなど獣医学教育の国際的な質保証の取組が行われ

ている中で、我が国の獣医学教育の改善・充実は喫緊の課題である。

現在、国において新成長戦略としてライフイノベーションの実現に向けた

取組が進められているが、その動向や本報告で提言した改革の成果を勘案し

て、今後の獣医師養成の在り方について、引き続き検討していくことが求め

られる。




